
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

岐阜市空家等対策計画 
（概要版） 

 

１．計画の概要 

■計画の背景及び目的 

近年、人口減少や高齢化、既存の建築物の老朽

化等に伴って、全国的に空き家が増加しており、

管理されていない空き家が周辺の生活環境などへ

及ぼす深刻な影響が問題となっています。しかし

空き家は個人財産であることから、これまで行政

の対応できる範囲は極めて限定的でした。 

こうした問題に総合的に対応するため、平成27

年 5 月に「空家等対策の推進に関する特別措置法

が施行されました。岐阜市においては平成 26 年

4 月に「岐阜市空き家等の適正管理に関する条例」

を施行し、危険な空き家への対応に取り組んでき

ました。今後、岐阜市が国、県、民間の関係団体

や地域と連携し、空き家への対策を総合的かつ計

画的に進めるため、特措法に基づく「空家等対策

計画」を策定しました。 

■計画の期間・対象区域 

計画期間：平成 30 年度～5 年間 

計画区域：岐阜市全域 

■空き家の定義と対象とする空き家 

 

 

特定空家等とは 

以下の状態にある空き家等をいう。 

①そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険

となるおそれのある状態 

②そのまま放置すれば著しく衛生上有害となる

おそれのある状態 

③適切な管理が行われていないことにより著し

く景観を損なっている状態 

④その他周辺の生活環境の保全を図るために放

置することが不適切である状態 

平成３０年５月 

岐阜市 

本計画の対象 

主に一戸建住宅及び店舗等併用住宅の空き家 

空家等とは 

『建築物又はこれに附属する工作物であ

って居住その他の使用がなされていない

ことが常態であるもの』 

 

■「居住がなされていない」とは、 

人の日常生活が営まれていないこと 

 

■「その他の使用がなされていない」とは、 

営業が行われていない等のこと 

 

■「常態」とは、 

概ね年間を通して建築物等の使用実績が

ないこと又は、今後、年間を通して建築

物等を使用する見込みがないこと 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．空き家の現状と課題 

 

資料：国勢調査、岐阜市人口ビジョンより 

資料：国勢調査より 

■空き家の実態調査結果 
平成 28 年度実施の空家等実態調査では、市内

で空き家と思われる家屋等に対して現地調査を行

い、3,444件の空き家を確認しました。このうち、

本計画の対象とする一戸建住宅等は 2,795 件の

空き家となりました。 

◇岐阜市の人口の推移及び将来の見通し 

■人口・高齢化の状況 
人口は１９８５年の 41.2 万人をピークに減少

傾向にあり、将来にわたっても減少していきます。 

高齢化の進展に伴い、高齢者のみが居住する世

帯が増加し、高齢者のみ世帯は、平成 27 年には

3.8 万世帯、全世帯の 23%に急増しています。 

 

 

◇岐阜市の高齢者のみの世帯の推移 
 

◇空き家の主要用途 

(1)所有者側の問題 

①高齢者のみが居住する一戸建住宅等の増加 

②管理者としての意識が低い 

③管理者が不在の空き家がある 

④解体・除却の費用が負担できない 

⑤情報・知識の不足 

(2)市場・流通の問題 

①賃貸・売却の相手が見つからない空き家が多い 

②賃貸・売却ニーズの地域的な偏り 

③中古住宅市場の未成熟 

(3)制度・行政の問題 

①固定資産税の住宅用地特例 

②相談体制 

③空き家問題への専門的対応 

課題 

１．住まいの引継に対する意識啓発が必要 

２．空き家に関するあらゆることを相談できる環

境整備が必要 

３．空き家の管理や除却を支援する仕組みが必要 

４．空き家の活用に関する、専門家による切れ目

のない支援が必要 

５．中古住宅の流通及び空き家の活用に対する環

境整備が必要 

６．管理不全な空き家への対応が必要 

７．管理者不在の建物への対応が必要 

３．空家等対策計画の基本方針 

 今後、人口の減少や高齢者のみ世帯の増加に伴

い、空き家がよりいっそう増加することが予想さ

れ、それに伴い、管理不全な空き家の増加も懸念

されます。そこで、上記課題を基に、３つの方針

を定めました。 

基本方針１：空き家の発生の抑制と適正管理の促進 

 

基本方針２：地域の特徴に応じた空き家の流通・活用

の促進 

基本方針３：市民の安全・安心を確保するため、管理

不全な空き家への対応の促進 

■空き家の問題点及び課題 
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■適正管理に関する施策 （基本方針１に基づいた施策） 

■流通・活用に関する施策 （基本方針２に基づいた施策） 

■管理不全な空き家に関する施策 （基本方針３に基づいた施策） 

① 適正管理の周知・啓発 （セミナー・市民講座、広報紙・ホームページ、チラシなどで実施） 

② 空き家総合窓口の設置 （ていねいな聴き取り。関係部署等への引継ぎ。市独自の支援メニューを検討） 

③ 市民相談との連携 （法律、不動産、税務など、無料で相談できる市民相談と連携して実施） 

④ 適正管理の促進 （民間や地元による管理受託の手法を検討） 

⑤ 適切な除却 （更地にして再利用することも一つの選択肢となる考え方について調査・研究） 

⑥ 住宅以外での活用の働きかけ （施設の設置主体などに働きかけを実施） 

① 専門家と連携した空き家相談会の開催 （空き家所有者が抱える問題に対応する相談会を実施） 

② 専門家と連携した不動産相談会の開催 （不動産売買等を相談する不動産相談会の体制を検討） 

③ 民間ネットワークの活用 （不動産関係団体と連携し、民間ネットワークで流通する仕組みを検討） 

④ 空き家バンクの活用の検討 （空き家の需要と供給をマッチングするバンクを検討） 

⑤ 不動産流通の促進・支援 （住宅性能評価の実施の啓発とともに、その活用について検討） 

① 市民等による情報提供 （問題のある空き家の情報を、空き家総合窓口で受付） 

② 現況調査・確認 （現地確認を行い、管理不全である場合は、所有者調査を実施） 

③ 所有者等への告知・改善への働きかけ （所有者に管理不全状態の改善に向けた助言を実施） 

④ 所有者不在等への対応 （所有者等が不明、不在などへの対応について検討） 

⑤ 条例に基づく緊急安全代行措置の実施 （危険を緊急に回避する必要がある場合に実施） 

⑥ 特措法に基づく特定空家等への措置の実施 （特措法に基づいて、措置を実施） 

４．空き家対策の具体的な施策 

◇適正管理、流通・活用、管理不全な空き家に関する施策は、相互に関係しながら対策を進めます 
 



 

市民等からの空き家等に関する相談や情報提供への対応は、空き家総合窓口において一元的に受け付け、

内容を丁寧に聴き取ります。 

空き家所有者からの各種相談に関しては、専門家へ引き継ぎ対応します。 

また、市民、地域住民からの管理不全な空き家の情報提供に関しては、関係課へ引き継ぎ、庁内の連携体

制に基づき、様々な問題に対応します。 

５．計画の推進 

特定空家等の対応方針及び判断基準の考え方 

■特定空家等の対応方針 
市民等から情報提供された空き家の中で、周辺に著しい悪影響、危険等の切迫性がある状況のものについ

て、特定空家等として認定し、特措法に基づき改善指導をしていきます。 

特定空家等の認定にあたっては、岐阜市空家等対策協議会（専門部会を含む）に意見を聴取し、慎重に判

断をします。 

なお、特措法に基づく措置のうち、「勧告」の対象となった特定空家等に係る土地については、固定資産税

等の住宅用地の特例が解除されます。 

 

■特定空家等の判断基準の考え方 
次の、「空家等の状態」であると認められるものについて、「周辺への影響等」を考慮して、総合的に判断

します。 

 

 

 

 

◇空家等の状態 

・倒壊等著しく保安上危険となるおそれのあ

る状態 

・著しく衛生上有害となるおそれのある状態 

・著しく景観を損なっている状態 

・周辺の生活環境の保全を図るために放置す

ることが不適切である状態 

◇周辺への影響等 

・道路などの周辺状況 

（例：不特定多数が通行する道路に近接） 

・建築物等の密集状況 

（例：空き家に、多くの建物が近接） 

・その他建築物の立地特性 

（例：通学路沿い、がけの上） 

＋ ＝特定空家等 

と判断 

 

・関係課へ引き継ぐ 

・情報の共有 

庁内の連携体制 
 

高齢者などへの 

対応協力 

 

法律相談など 

 

所有者等調査など 

 

各課から 

の相談、 

援助、 

情報提供 

空き家総合窓口 （内容を丁寧に聴き取る） 

相 談 

・専門家へ引き継ぐ 

・情報の共有 

空き家所有者等 

対応 対応 
情報提供 

市民・地域住民 

専門家の対応体制 

空き家相談会 

・空き家全般 

 

市民相談（市役所庁舎） 

・法律、登記、不動産、建築 など 

 

不動産相談会 

・不動産の売買など 

 
法務局 

・相続、登記の相談など 

 

庁内の連携体制 
（各課が対応） 

草木の繁茂・害虫

の発生・動物のす

みつきなど 

 

 

景観阻害など 

 

 

倒壊等の危険 

 

道路への危険・ 

通行障害など 

 

枯草などの可燃

物の放置など 

 

 

ごみの放置など 

 

 

無施錠・ガラス割れ

による侵入など 

 


